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1パシフィックコンサルタンツ（株） （〒101-8462 東京都千代田区神田錦町三丁目22番地） 

 

我が国では，2050年ネット・ゼロの実現に向けた再生可能エネルギーの最大限導入が政策課

題である．中でも水力発電は安定電源であり，社会的ニーズが高いが，事業化にあたっては，

①発電計画地点の流況推定が困難な点，②事業化検討に多大な時間と労力を要する点が制約と

なっている．1点目に対しては，長野県を対象に，自然流況を把握可能な既設ダム地点を補完し，

県内全域の流況を面的に推定するため，長野県内の26河川において水位・流量観測を実施した．

2点目に対しては，推定した流況及びGIS情報を基に，長野県の任意地点において，迅速かつ高

度な事業化検討を支援する水力発電事業化検討支援システムを開発した． 
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１．はじめに（背景と目的） 

 

我が国では，2050年ネット・ゼロの実現に向け，

2035年度における温室効果ガス排出量を，2013年度

比で60％削減する目標が掲げられ，“再生可能エネ

ルギーの最大限導入”が政策課題となっている． 

再生可能エネルギーのうち，水力発電は流量と落

差が有するエネルギーを利用して発電するため，安

定的な電力供給が可能な電源であり，社会的ニーズ

が高い．一方，水力発電の導入判断では，主に以下

の2点が事業化を進める上での制約となっている． 

1点目は，発電計画地点の流況推定が困難な点で

ある．長期的な自然流況データを得られる既設ダム

等の流量観測地点は，県内に均等に分布していない

ため，ダム地点の流況だけでは県内全域の流況を面

的に把握することが難しく，任意の発電計画地点に

おける流況の推定には不確実性が残る．この制約を

解決するため，県内全域の流況を面的に推定できる

ように，長野県内の26河川において水位・流量観測

を実施した． 

2点目は，事業化検討に多大な時間と労力を要す

る点である．事業化検討では，施設配置を基に総落

差，流域面積，水圧管路延長等の計画諸元及び流況

等を設定し，発電電力量，概算工事費及び事業収支

を評価する必要がある．これらの検討は，地形デー

タや流況データの収集・整理から各種計算，計算結

果の比較評価まで多岐にわたり，一連の検討には多

大な時間，労力及び専門技術を要する．この制約を

解決するため，長野県の任意地点における水力発電

の事業化検討を迅速かつ高度に実施できる「水力発

電事業化検討支援システム」を開発した． 

 

２．水力発電事業化検討支援システムの概要 

 

本システムは，長野県内における流れ込み式中小

水力発電を対象とし，長野県職員が新規水力発電の

事業化検討を行う際に使用することを前提に構築し

た．本システムの処理フローは，図-1に示すとおり，

ユーザーがGIS上で任意に設定した施設配置(図-2)

から，落差，流域面積，水圧管路延長及び取水地点

の流況等を自動取得し，発電電力量及び概算工事費

の算定からキャッシュフロー計算(表-1)まで一連で

実行可能な仕様とした． 

 

 
図-1 システム処理フロー図 
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図-2 施設配置計画画面 

 

表-1 計算結果の出力 

 
 

３．県内全域の流況を推定するための水位・流

量観測 
 

発電規模や事業収支の算定に用いるために必要な

任意発電計画地点の流況を推定するため，既設ダム

地点等の流況データを補完する26河川で水位・流量

観測を実施した．なお，水位・流量観測は，「河川

砂防技術基準 調査編」1)に準拠し，電磁流速計を

用いた月1回の流量観測及び連続水位観測を実施し

た． 

 
(1) 水位・流量観測地点の選定 

観測対象河川は，県内全域の自然流況を面的に推

定するため，自然流況を取得できる既設ダム地点の

配置，降雨特性及び流域区分等を踏まえ，図-3に示

すように26河川を選定した． 

また，水位・流量観測期間は，10年間を予定して

いる．そのため，観測地点は，永続的な観測を前提

に，流れが安定しており，河道形状が変化しない固

定床地点等において，アクセス性や流況を現地で確

認した上で選定した． 

 

(2) 水位・流量観測データのとりまとめ 

任意の取水地点流況の推定にあたり，既設ダム流

入量から比流量換算した流況を使用するエリアと，

水位・流量観測データによりダム流況を補完するエ

リアを区分し，県内を42区分した． 

 
図-3 水位・流量観測地点の分布 

 

水位・流量観測を実施したエリアでは，観測流量

と実測水位からH-Q式を構築し，連続水位観測デー

タを流量へ換算することで観測地点の日流量を作成

した．なお，本件における観測期間は1年未満のた

め，観測結果のみでは事業化検討に必要となる10年

間流況を直接作成することはできない．そこで，観

測地点の日流量と近傍ダム流入量との相関解析を実

施し，導出した流量相関式を用いて近傍ダムの10年

間流況を観測地点の流量へ変換した．相関解析にあ

たっては，両地点の流量時系列を比較し，同日の流

量変動が概ね連動していることを確認した（図-4）． 

以上から，各エリアの10年間流況が作成され，県

内の任意取水地点の流況推定を可能とした． 

 

 
図-4 流量観測地点と近傍ダムとの流量の時系列比較 

 

４．水力発電事業化検討支援システムの構築 
 

本システムは，水力発電の事業化検討の迅速化・

高度化を図ることを目的として開発した． 

環境省では，事業化検討の効率化として「中小水

力分析ツール（REPOS）」2)を公表しているが，流況
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はダム等の既設流量観測データを基に流域面積按分

により推定されるため，任意地点の流域特性を十分

に反映できない．また，事業費シミュレーション機

能は実態との乖離を理由に停止されており，事業化

検討に必要なキャッシュフロー計算を実施できない． 

これに対し本システムは，流量観測結果を活用し

た県内全域の流況推定に加え，発電電力量，実勢価

格を反映した概算工事費及びキャッシュフロー計算

までを一連で実施できる．また，検討条件を任意に

変更しながら複数ケースを反復計算できる仕様とし，

ユーザーのニーズや検討段階に応じた事業化検討が

実施できるものとした． 

 

(1) システムに使用するデータベースの構築 

水力発電の事業化検討に用いる地図，河川，流域，

流量及び標高データは，異なるデータソースで管理

されている．そこで，表-2に示すオープンデータを

収集し，同一の平面直角座標系に統一したGISデー

タベースを構築した．これにより，従来は個別に参

照していた各種データをGIS上で一元的に管理し，

施設配置から計画諸元の取得までを自動化した． 

第3章で述べた流況作成に使用した基礎データと

して，本件で実施した26河川の水位・流量観測結果

に加え，直轄ダム及び長野県管理ダムにおける2014

年から2023年までの10年間のダム流入量を使用した． 

流域面積は，任意取水地点が属する流域区分内で，

当該地点より標高が高い100m流域メッシュの面積を

合計し算定した．なお，標高データは，100m流域

メッシュ内に含まれる10mメッシュの標高値を平均

し，当該100mメッシュの標高として設定した． 
 

(2) 発電所計画諸元の自動計算プログラムの構築 

ユーザーが地図上で任意に設定した取水地点，放

水地点及び水圧管ルートから，発電シミュレーショ

ンに必要となる基準水位，放水位及び水圧管延長を

自動的に取得するプログラムを構築した．計画諸元

の算定概要図を図-5に示す． 

水圧管路延長は，ユーザーが任意に配置したプ

ロットを結ぶ水圧管ルートについて，隣接する各プ

ロット間の平面距離及び標高差から区間ごとの斜距

離を求め，その総和として算定した．なお，プロッ

ト数の上限は300点とした． 

 

 
図-5 基準水位，放水位，水圧管延長の算定概要図 

 

(3) 発電シミュレーションの自動計算プログラムの

構築 

a) 概算工事費の設定 

概算工事費は，「中小水力発電計画導入の手引き」
3)に示される工種ごとの工事費算定式を基本とし，

建設工事費デフレーターにより物価変動を補正した．

なお，工事費に占める割合及び価格の変動幅が大き

い水車・発電機等の電気関係工事費及び水圧管材費

については，見積及び資材単価を収集・整理し，実

勢価格に基づく算定方法を構築した．電気関係工事

費の価格算定式（図-6）は，表-3に示すデータを用

いて作成した． 
 

表-3 水車・発電機（電気関係工事費）の 
価格算定式に用いたデータ 

項目 内容 

水車・発電機
価格 

長野県企業局の調達実績（2019～2022年） 
国内メーカー4社の見積（2020～2025年） 
（民間案件を含む） 

見積対象範囲 
水車，発電機，入口弁，制御盤，配電盤，

輸送費，据付調整費 

見積対象水車 

採用実績が多く，幅広い流量及び落差に適

用可能な①クロスフロー，②横軸フランシ

ス，③横軸ペルトン 

（海外製を含む） 

 

 

表-2 システムに使用したオープンデータソース一覧 
区分 使用データ 引用元 

地図情報 ・地理院タイルの標準地図のラスタデータ 
・地理院タイル（国土地理院） 
https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html 

河川情報 ・長野県内の一級河川のベクタデータ 
・国土数値情報ダウンロードサイト（国土交通省） 
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-W05.html 

流域情報 ・長野県内の各100mメッシュのベクタデータ 
・国土数値情報ダウンロードサイト（国土交通省） 
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-W07.html 

流量情報 

・直轄管理ダムの流量観測データ 
 
・長野県管理ダムの流量観測データ 
・長野県内の26河川の流量観測データ 

・ダム諸量データベース（国土交通省） 
https://mudam.nilim.go.jp/districtMap/kinki 
・長野県企業局から提供されたダム流量データ 
・水位・流量観測業務で実施した観測データ 

標高情報 ・長野県内の標高のラスタデータ（10m DEM） 
・基盤地図情報ダウンロードサービス（国土地理院） 
https://service.gsi.go.jp/kiban/app/map 



 

水圧管は，採用事例が多いFRPM管，ダクタイル

鋳鉄管及び鋼管を対象とし，メーカーから収集した

資材単価に基づいて材料価格を設定した． 

また，間接費及び設計費については，標準的な設

定値が明確でないため，長野県企業局の実績値に基

づき，直接工事費に対する比率として設定した． 

 

 
図-6 水車・発電機（電気関係工事費）の価格算定式 

 

b)水圧管の管種及び管径の自動設定 

FRPM管は，作用する設計水圧に応じて，第1種か

ら第5種までの中から適用可能な規格を安価な順に

自動的に選定する仕様とした．作用する設計水圧が

FRPM管の最大設計水圧を超える区間については，ダ

クタイル鋳鉄管又は鋼管をユーザーが選択できる仕

様とした．水圧管に作用する設計水圧は，「農業用

水用 ダクタイル鉄管管路 設計と施工」4)より，静

水圧の20％に相当する水撃圧を見込んで算定した． 

また，水圧管の管径は，管の摩擦損失水頭≦総落

差×10％を満たす最小径を自動計算により設定した． 

c)キャッシュフロー計算条件の設定 

キャッシュフロー計算は，概算工事費（イニシャ

ルコスト），維持管理費（ランニングコスト），売

電収入より年次毎の事業損益を累計し，評価期間20

年，40年，60年の3ケースを自動計算・出力する仕

様とした． 

維持管理費（人件費，修繕費及びオーバーホール

費）は，「中小水力発電計画導入の手引き」等に設

定値が示されているものの，長野県における事業条

件や運用実態を十分に反映できない場合がある．そ

のため，事業収支の算定精度向上を目的として，長

野県の人件費，修繕費及びオーバーホール費につい

て，それぞれ発電規模に応じた価格算定式を実績値

を基に設定した． 

売電単価は，1～20年目はFIT制度に基づく調達価

格を適用し，21年目以降は，長野県の売電単価実績

値を基準として，物価上昇率を反映する仕様とした． 

なお，維持管理費及び売電単価に係る物価上昇率

は，ユーザー側で任意の数値（前年度比のパーセン

テージ）を指定できる仕様とした． 

５．おわりに 
 

(1) 本件の成果 

本件で実施した26河川の水位・流量観測により，

従来，把握が困難であった県内全域の流況を面的に

推定することが可能となり，任意の取水地点におけ

る10年間流況の推定精度を向上させることができた． 

また，従来，流況及び地形等に関する計画諸元の

収集・整理並びに発電電力量，概算工事費及び

キャッシュフロー計算には，1地点当たり数日間程

度を要していたが，本システムを用いることで，こ

れら一連の事業化検討を1時間程度で実施できるよ

うになった．施設配置及び検討条件の入力後は，一

連の計算処理が数十秒で完了するため，条件変更に

よる反復計算及び複数案の比較検討が容易となった．

これにより，事業化検討の迅速化に加え，発電規模

等の検討条件を変化させた複数ケースの比較を通じ

て，最適な計画規模の選定等，検討内容の高度化が

可能となった． 

 

(2) 今後の展望 

本システムは，長野県がプロトタイプ版として試

行運用し，操作性及び実用性を確認している．今後

は，ユーザーからの意見を反映し，以下の改良を予

定している． 

① 水位・流量観測データの継続的な蓄積及び更新 

② 地形解析に用いるメッシュの高精度化 

③ 流域面積の算定精度の向上 

④ 発電ポテンシャルの空間分析及びヒートマップ

可視化機能の追加 

これらの改良により，流況及び地形条件の取得精

度を向上させるとともに，発電ポテンシャルの可視

化を通じて有望地点の抽出支援を目指す． 

また，本システムの有効性を確認した上で，他都

道府県への展開も検討する．本システムは，流況及

び地形等に関するデータベースを整備することで，

他都道府県にも適用できる．これにより，地方公共

団体等における水力発電の導入を促進し，脱炭素社

会に寄与することが期待される． 
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